
  

 

 

「一般乗合旅客自動車運送事業の路線一部廃止届出に係る意見聴取結果」の公表について 

 

道路運送法第１５条の２に基づき、長崎自動車株式会社から令和５年９月２９日付けで届出

があった一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画変更（路線一部廃止）届出に係る関係地方

公共団体に対する意見聴取を行いました。 

意見聴取結果は以下のとおりです。 

 

  



  

一般乗合旅客自動車運送事業の路線一部廃止届出に係る意見聴取結果について 

  

ア 届出の件名及び番号 

    一般乗合旅客自動車運送事業の路線一部廃止届出   

公示番号：九運公第８６号 

事案番号：長５廃３（長崎自動車株式会社）  

 

イ 意見聴取の日時及び場所 

  令和５年１２月２０日（水）  

福岡合同庁舎新館 九州運輸局 １０階 ヒアリング室 

  

ウ 出席し、又は意見を記載した書類を提出した被聴取者の氏名 

 

【長崎県】 

 長崎県 地域振興部次長兼交通政策課長 鳥居 祐輔 

 

【長崎市】 

 長崎市 まちづくり部公共交通対策室長 金原 哲治 

 

【時津町】 

 時津町 総務部企画財政課長 出岐 貴弘 

 

【長与町】 

 長与町 企画財政部政策企画課長 中村 元則 

 

エ 陳述の要旨 

 

【長崎県】 

(1)地域協議会（長崎県地域公共交通活性化協議会）・運送事業者（長崎自動車株式会社）

との協議内容 

関係団体等やバス事業者との意見交換会等の中では、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響は下げ止まりしているものの、コロナ禍の影響に伴う生活様式の変更等により輸送人

員減少が固定化しており、利用者はコロナ前の約８割程度しか回復しておらず、更なる経

営の状況の悪化が見込まれている中で、利用者減少のみならず、バス運転者の離職者、定

年退職者による人手不足が大きく影響し、ダイヤの減便に拍車をかけているのが実情であ

る。さらに、これに追い打ちをかけるように、２０２４年４月からバス運転者の改善基準

告示が改正されることから、日々の労働時間等についても見直しが必要となっており、収

支改善が見込めない路線については計画的に路線廃止を行うほかないということを伺って

いる。 

今回、意見聴取の対象となっている長崎市、長与町及び時津町の路線については、長崎



  

県地域公共交通活性化協議会における一般乗合旅客自動車運送事業者の路線の改廃等に関

する協議会運営要領第２条に定める「県内市町を跨ぐ路線及び区域」に該当せず、地域内

を移動する支線であることから、県においては、それぞれの市町において維持していくも

のであると考えている。 

なお、バス事業者においては地元との協議を十分に行っており、また利用者の減少によ

る事業者の経営状況等を考慮すると廃止についてはやむを得ないものと判断する。 

 

(2)自治体や住民等の意見 

関係自治体である長崎市、長与町及び時津町からそれぞれ回答する。 

 

(3)路線廃止に対する代替交通の計画 

長与町及び時津町からは利用者が少ない路線であるため、代替交通の必要性はないとす

る一方で、長崎市の廃止される一部路線においては学生が通学で利用していることから、

既存のコミュニティバスの活用など地域とも協議を行いながら代替交通の確保検討を進

めていくこととしているとお聞きしている。 

 

(4)廃止予定日の繰り上げの是非 

  関係自治体である長崎市、長与町及び時津町の意向を尊重したい。 

 

【長崎市】 

  今回の長崎バスの路線廃止は、運転手不足や運転手の労働時間等の基準が改正されるい

わゆる２０２４年問題に起因した全国的な問題であり、対象とされた路線の多くは、利用

も少なく代替性もあるとのことで、長崎市としても、社会情勢の変化に対応するためのや

むを得ない判断であると考えている。 

  一方、廃止される路線の中には学生が通学で利用しているなど、代替交通の確保が必要

な地域もあり、既存のコミュニティバスの活用などを地域とも協議を重ねながら検討して

いる。 

  また、運転手不足は今後も継続する課題であり、長崎市地域公共交通計画に基づき既存

路線の効率化を図り、路線維持に必要な運転手数を縮減することを優先的に進め、引き続

き交通事業者とも連携しながら持続可能な公共交通機関への転換を目指したいと考えて

いるが、国としても運転手不足という抜本的な課題解決に向け具体的な策を早急に講じて

いただきたい。 

 なお、コミュニティバスによる代替を令和 6年４月からを目指しているため、路線廃止

予定日の繰り上げは難しい。 

 

【時津町】 

(1)地域協議会（バス対策協議会）・運送事業者（長崎自動車株式会社）との協議内容 

(2)自治体や住民等の意見 

長崎県地域公共交通活性化協議会は、活性化協議会運営要領により「路線の改廃等に係

る協議の申し出が必要な路線を県内の市町を跨ぐ路線及び区域に限る」と定めていること

から、「長崎県西彼杵郡時津町西時津郷９５４先を起点とし、長崎県西彼杵郡時津町西時

津郷１０００－１７７先」に係る路線廃止については、長崎自動車(株)と時津町が令和５

年７月１３日に個別協議を実施した。 

長崎自動車(株)からは、昨今の少子高齢化の進行等によるバス利用者の減少とそれに伴



  

う経営状況の悪化を改善するため、また、慢性的なバス運転者不足に加え、令和６年４月

からの「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善基準告示）」改正による運

転者不足の深刻化などに対応するため、利用実態に応じた路線廃止が必要であるとの説明

を受けた。 

路線廃止により沿線住民の利便性が低下することは間違いなく、利用者に影響を与える

ものである。しかしながら、当該廃止路線に係る停留所の平均利用者数が非常に少ないこ

とや徒歩圏内に代替えとなるバス停があること、また、需要の高い路線への運転者の配置

の必要性を考慮すると、本町としては、当該路線廃止は積極的に同意するものではないが、

致し方ないものと考える。 

 

(3)路線廃止に対する代替交通の計画 

当該路線廃止に関しては、現状においても平日、往復それぞれ２便と便数が少なく、ま

た、１便あたりの利用者の平均も１人にも満たないことから代替交通の必要性はないと判

断している。 

 

(4)廃止予定日の繰り上げの是非 

長崎自動車(株)からの協議や既に報道された内容等により地元住民は、当該路線の運行

終了日を令和６年３月３１日と認識している。地元住民にとっては、不利益となる事項に

つき、繰り上げは好ましくないと考える。 

 

 

【長与町】 

(1)地域協議会（バス対策協議会）・運送事業者（長崎自動車株式会社）との協議内容 

(2)自治体や住民等の意見 

令和５年７月２７日付けで長崎自動車(株)から長崎県地域公共交通活性化協議会へ路

線廃止の申し出を行ったところ、活性化協議会運営要領に基づき路線の改廃等に係る協議

の申し出が必要な路線は“県内の市町を跨ぐ路線及び区域に限る”と定められている。本

町が関連する路線（起点：長崎県西彼杵郡長与町高田郷１８００番地先から終点：長崎県

西彼杵郡長与町高田郷１８０９番地先 粁程０．１４ 及び 起点：長崎県西彼杵郡長与

町高田郷１８０９番地先から終点：長崎県西彼杵郡長与町高田郷１８０９番地先 粁程

０．２９）については、市町を跨がる路線及び区域となっていないことから、活性化協議

会の場ではなく、長崎自動車(株)と長与町が個別に協議を行った。 

長崎自動車(株)より人口減少・少子高齢化や新型コロナウイルス感染症の影響によるバ

ス利用者の低迷に加え、折からの運転士不足による経営状況の悪化から、真に路線バスで

担うべき路線に経営資源を集中するため、当該路線を廃止するとの説明を受けた。 

本町としては、積極的に路線廃止を容認する意向ではないものの、本路線の廃止が町全

体のバス路線網の維持に必要な方策の一つであるという経営判断に基づくものであれば、

その判断はやむを得ないものと考えている。 

 

(3)路線廃止に対する代替交通の計画 

現状、町として路線が廃止されることに対する対応策は実施しておらず、また予定もな

い。 

当該路線は実態として利用実績が乏しいと説明を受けており、町として直ちに代替交通

等を取り入れる必要性はないと判断している。 



  

 

(4)廃止予定日の繰り上げの是非 

利用者向けに廃止に関する十分な事前周知が図られるのであれば、繰り上げ可とする。 

 


